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1. はじめに 

近年、日本企業を取り巻くハザードは多様化・激甚化しているといえる。例えば、東日本大震災（2011

年 3 月）、平成 30 年 7 月豪雨（2018 年 7 月）、新型コロナウイルス（2020 年 1 月から現在まで）など

が挙げられよう。特に新型コロナウイルスが流行して以来、感染症と自然災害の両者を想定した対応

も求められている。 

ハザードが多様化、激甚化する中、ＢＣＰはどうあるべきであろうか。（一社）日本経済団体連合

会の提言や政府の発行するものづくり白書では、どのようなハザードに遭遇しても臨機応変に対応可

能な「オールハザード型ＢＣＰ」の必要性に関して言及している。また、弊社が2021年11月に行ったア

ンケート調査の結果によれば、116社中、約78％の企業が複数のハザードに対する整備の必要性を認識

しており、オールハザード型ＢＣＰの必要性が認知されている。 

本稿では、どのようなハザードに遭遇しても臨機応変に対応可能な「オールハザード型ＢＣＰ」を

指向することを提唱する。次章で、その取組みポイントについて解説する。 

 

２. オールハザード型ＢＣＰの取組みのポイント 

（1）オールハザード型ＢＣＰのポイント 

オールハザード型ＢＣＰへの見直しにあたっては、表 1 に示した 3 つの事項を押さえることをお勧

めする。 

一つ目は、「初動対応」である。初動対応は、人命の安全確保に関する重要な対応であり、その後

の復旧対応にスムーズに移行するためにも、さまざまなハザードごとに、初動対応の手順を整理して

おくことが求められる。 

二つ目は、「情報収集」である。経営層等が復旧方針や復旧戦略を検討、決定するためには、必要

な情報が正確かつ抜け漏れなく各部門から迅速に上がってくることが必要である。これが可能となる

体制を平時から構築しておくことが重要である。 

三つ目は、「復旧戦略の充実」が挙げられる。どのようなハザードに遭遇しても、また、どのよう

な経営資源（リソース）が被害を受けても適切な復旧戦略が取れるよう、複数の復旧戦略を検討・整

備しておくことも重要である。 

 

  

【要旨】 

■近年の多様化・激甚化する災害を踏まえ、どのようなハザードに遭遇しても臨機応変に対応可能

な「オールハザード型ＢＣＰ」に注目が集まっている。 

■本稿では、オールハザード型ＢＣＰの取組みのポイントを紹介する。 
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表 1 既存ＢＣＰをオールハザード型ＢＣＰへ転換する上でのポイント 

緊急時 

対応事項 

特徴 既存 BCP（例：地震 BCP） 

の見直し方向性 

見直しのポイント 

初動対応 非日常業務 

・既存 BCP の手順はそのまま
使用できない 

・ハザードごとに手順を整理
することが必要 

・整理の「切り口」を共通
化することで、簡単にハ
ザードごと手順を整理す
ることが可能 

情報収集 
大量の情報
の円滑な処
理が必要 

・体制・フォーマットが重要 
・既存 BCP でしっかり整理さ
れていれば、そのまま活用
可能 

・体制およびフォーマット
を整理 

・情報収集や共有の自動化
の流れに留意 

復旧戦略の
充実 

企業の存続
に関わる判
断を即時に
実施するこ
とが必要 

・既存 BCP での対応が「現地
復旧戦略」※のみであれ
ば、当該戦略のみで、対応
可能か検証が必要 

・「現地復旧戦略以外の戦
略」が充実していれば、変
更不要 

・現地復旧戦略以外の戦略
の構築には、コストと時間
が必要 

・戦略の構築では戦略を構
築する意義や、戦略対象の
絞り込み等を実施すること
が必要 

※：稼働が停止した事業所・拠点等を再稼動させる戦略 

 

 以降、上記３つのポイントについて解説する。 

 

（2）オールハザード型ＢＣＰの策定方法～初動対応～ 

初動対応は、ハザードによって、内容が大きく異なる。さまざなハザードに対応するためには、ハザ

ードごとに初動対応文書を策定する必要が有る。その際にご検討頂きたいのが、「初動対応フォーマッ

トの共通化」による策定ロードの省力化・効率化である。弊社では初動対応の共通フォーマットとし

て、図1に記すような「俯瞰表」を提案している。 

俯瞰表では、縦軸に対応事項を記載し、横軸に実施するタイミング（事態の深刻度）を記載する。

縦軸の対応事項については、「切り口」を工夫すれば、ハザード共通で整理することが可能となる。例

えば、社員の安全確保、被害状況把握、情報発信、業務継続対応などは、ハザード共通の切り口であろ

う。また、横軸の実施タイミングについても、「事態の深刻度」 （レベル1~レベル5など)で整理すれば、

ハザード共通で使用可能なフォーマットとなる。なお、このフォーマットは、ハザードごとに対応事項

を効率的に整理できるだけでなく、「いつ」、「誰が」、「何をするか」を一目で確認することができるの

も利点である。さらに、対応を行うにあたって必要な「ツール類」も整備する。これらツール類、例え

ば、連絡先リストや対応手順書等も、ハザード共通で活用可能なものは多い。参考までに、図2に俯瞰

表の整理イメージを示す。 
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図1 俯瞰表の概要 
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図2 地震を想定した俯瞰表のイメージ 

 

（3）オールハザード型ＢＣＰの策定方法～情報収集体制の構築～ 

情報収集体制を構築する上でのポイントは、①「役割分担を明確にすること」、②「収集した情報が

的確に共有される仕組みを作ること」及び③「情報収集に活用するツールを事前に準備すること」の 3

点である。 

災害時に収集する情報は顧客・サプライヤーの被災状況、ユーティリティの復旧見込み及び自然災

害の基本情報など多岐に渡る。社内でどの部門がどの情報を収集するのか、事前にＢＣＰに明記する

ことが望ましい。 

さらに、収集した情報は復旧方針や復旧戦略の対応判断の材料になるため、迅速に社内で共有でき

る体制が必要である。図 3 に製造業を例にとり、情報収集の役割分担と共有のイメージを紹介する。



 

 

 

 5 

2021.12.01 

例えば、全体の工程を見ると生産担当からの情報共有が遅れれば、受注の判断可否にも遅れが生じる

ことが考えられる。特定の工程から迅速に情報があがって来ないことで、判断の誤りや遅れが生じる

危険性が有ることが読み取れるだろう。ついては、意思決定者に、各情報が迅速・的確に共有される体

制を構築する必要がある。 

 

図 3 製造業における情報収集の役割分担と共有体制の例 

 

また、迅速な情報共有を実行するためには、活動をサポートするツールが必要である。図 4 に情報

収集に活用するツールのイメージを提示する。 

 

 

図 4 情報収集で活用するツールのイメージ 

 

図 4 では、縦軸に部門や拠点を取り、横軸に生産に必要なリソース（建屋やライフライン、生産設

備、在庫等）を取って整理している。このような情報収集のツールを整備することで、多数の拠点に

おけるライフラインや在庫の状況などを漏れなく一目で把握することができ、その後の復旧方針や復

旧戦略の検討・決定を速やかに行うことができる。 
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最近では、情報収集担当者の負担を軽減するために、自動で情報を収集できるツールの開発が進ん

でおり、それらのサービスを利用する企業も増えている。例えば、風水災であれば気象情報など災害

対応にあたって必要な情報について、パソコンやスマートフォンで確認できるサービスを利用してい

る企業も少なくない。 

多数の自社拠点や取引先の状況を一つ一つ確認するのは手間であり、時間がかかる。弊社では「震

度チェッカー」や「スイサーチ」というサービスを提供している。当該サービスでは、多数の自社拠

点や取引先拠点等の位置情報をあらかじめシステムに入力しておくことで、地震が発生した場合に

は、各拠点での震度情報を一括して即座に入手できたり、台風等が近づいている場合には、各拠点に

おける被害の深刻度等を、リアルタイムで入手することができる。 

 

（4）オールハザード型ＢＣＰの策定方法～復旧戦略の充実～ 

地震、感染症及び風水災等の多様なハザードへ臨機応変に対応するために、オールハザード型ＢＣ

Ｐでは、発災時に取りうる復旧戦略の選択肢を多数用意しておくことが肝要である。そのためには、

被災した拠点などの現地復旧戦略（被災した拠点を元に戻す戦略）に加えて、現地復旧戦略以外の戦

略という選択肢も用意することが有効である。例えば、大地震の発生を想定して、１か月以内に復旧

するための戦略として、現地復旧戦略しか準備していなかった企業 A と、同戦略に加えて他工場で生

産をする代替生産戦略を準備していた企業 B があるとする。これら企業の工場が「想定外」の火災に

見舞われ工場の復旧に半年かかった場合、企業 A が目標であった１か月以内の復旧が困難であるのに

対し、企業 B は代替生産戦略を講じることで１か月以内の復旧が実現可能となる。 

復旧戦略としては、現地復旧戦略に馴染みのある企業が多いと考える。現地復旧戦略以外の復旧戦

略の例について、表 2 に記載する。 
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表 2 現地復旧戦略以外の復旧戦略の例 

戦略 概要 

代替生産 

（復旧）戦略 

■国内外の自社工場で代わりに生産することで製品供給を継続させる、あるいは

代替拠点でサービスの供給を継続させる戦略。 

 熊本地震、台風 19 号では生産設備を他工場に移設して代替生産を実施した事

例あり。 

 新型コロナでは、国をまたいで代替生産を実施した事例あり。 

 代替生産ができることを理由に、感染拡大防止の観点から事業所を閉鎖した

事例あり。 

 生産工程の一部の二重化及び本社機能を二重化した事例あり。 

 

アウトソース 

戦略 

■国内外の同業他社に業務を依頼する、あるいは同業他社の製品を購入すること

で製品・サービス供給を継続させる戦略。 

 熊本地震では、既存の外部委託先に納品量を増加させる依頼をした事例が多

数あり。 

 台風 19 号では、被害を免れた遠隔地の同業者に代替を依頼した事例あり。 

 東日本大震災では、他社製品を購入し自社製品として提供した事例あり。 

 

在庫の 

積み増し 

■現地が復旧するまでの間、製品在庫を用いて製品供給を継続させる戦略。 

 熊本地震では、東日本大震災の経験を踏まえ、在庫量を管理した事例あり。 

 北海道胆振東部地震や平成 30 年 7月豪雨では、生産停止期間中に在庫を出

荷して供給を継続させた事例あり。 

 新型コロナでは在庫が十分であった為、供給を継続できた事例が多数あり。 

 一部の取引先に特定の部材の在庫を５か月程度まで積み増すことを要請した

事例あり。 

 

他社連携戦略 ■現地が復旧するまでの間、他社の施設や設備を利用し、サービス等を継続させ

る対策。 

 東日本大震災では、事前に同業他社と施設の相互利用の協定を締結したこと

で、早期にサービス提供を復旧できた事例あり。 

 台風 19 号では、同業者に借りた設備で臨時営業をした事例あり。 

 

 

これら現地復旧戦略以外の復旧戦略については、従来より検討されている企業も多いであろう。一

方で、これら戦略の構築にはコスト・時間がかかるため、戦略構築が実現できていない企業も多いと

思われる。 

そこで、コスト・時間の側面を考慮した上で復旧戦略を拡充させるためのポイントを表 3 に記載す

る。 
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表 3 復旧戦略を推進する上でのポイント 

ポイント 内容 

①戦略が必要となる局面の

明確化 

戦略の意義（何のために戦略を講じるのか）や戦略が必要な局面を

整理することで、コスト・手間をかけるべき局面を絞り込む。 

例：「他社にシェアを奪われて半永久的に戻ってこない局面」を回避

することを目的に、●か月以上工場が稼働しない局面でのみ代替生

産戦略を実行。 

②戦略に優先順位を設ける 復旧戦略として考えられる選択肢について、構築に必要となるコス

ト及び時間を見積り、優先順位を付けて構築を行う。 

③工程単位での戦略構築 業務の工程のうち、一部のみを代替する戦略により補完する。 

例：原料の生産と製品への加工の両者を自社で担っている場合、原

料を外部から調達することで、原料の生産という工程を外部機関を

活用することで代替する。 

④構築した戦略を平常時か

ら活用する 

構築した復旧戦略を平常時の経営活動に活用し、構築に必要となる

コストを経営の面から回収できるようにする。 

例：他社と代替生産を行う協定を結んだことで、技術交流が進み、

自社の技術力が向上した。 

 

①に関しては代替戦略そのものに必要性が有るか否かの検討であり、②の優先順位の検討と併せ

て、構築する戦略を選択する上での検討項目である。また、③、④に関しては戦略を円滑に構築する

為のポイントである。代替生産戦略を構築するとしても、すべての工程を代替するのではなく、一部

の工程の代替という手法が有る点を念頭に置いていただきたい。また、代替戦略等は平常時の経営活

動に良い効果をもたらす事例も多い。代替戦略を常日頃からの経営活動にも活用することで、かかっ

たコストを回収する可能性も踏まえ、ご検討頂きたい。 

 

３. オールハザード型ＢＣＰ策定にむけて 

本稿では、オールハザード型ＢＣＰを策定するにあたって取り組むべきポイントを解説した。弊社

からは①情報の収集体制の策定、②初動対応、③復旧戦略の拡充の優先順位で取り組んでいただくこ

とを推奨する。情報の収集体制については、ＢＣＰを策定済みの企業は既存の体制を活かすことで構

築可能であり、且つ効果が高いため、まず手始めに取り掛かっていただきたい。②の初動対応に関し

ては、ハザードが顕在化した際に迅速に取り組む必要が有るが、あらかじめ手順を整理しておかなけ

れば対応できない項目が多いため、こちらも優先的に取り組んでいただきたい。次に③の復旧戦略の

拡充に関しては、①、②と比較してコスト及び時間が多く必要となるため、腰を落ち着けて取り組ん

でいただければと考える。 

ハザードの多様化及び激甚化が進む中、企業に求められる対応も高度化している。本稿で紹介した

オールハザード型ＢＣＰが貴社の今後の取組みの一助になれば幸いである。 
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